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 たしかに、その後 GATT から WTO 体制への移行によって多数国間法秩序は強化されて
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 19 世紀イギリスの通商政策を特徴づけるものとしては、1846 年の穀物法廃止に象徴され
る一方的自由化の実践が有名であるが、それと同時に相互主義が果たした役割も無視する
ことはできない。ここでは、イギリスがその通商政策の展開において相互主義に依拠した
時期を 3 つに区分し、時代ごとに同概念が担った役割とその変遷を明らかにする。 
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ための試案」の 8 条72に取り込まれ、交渉の結果 GATT1 条 1 項としてほぼそのままのかた
ちで採用されるに至った73。こうした系譜は、戦間期の二国間主義に対応すべく考案され
た最恵国条項の理念型が、ほぼそのまま戦後秩序の基礎になったことを示している74。 
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多数国間法秩序としての GATT/WTO の革新性 
 この点 GATT/WTO 体制では、相互主義と最恵国待遇原則の追求が多数国間条約制度の




















 このように GATT/WTO 体制においては、最恵国待遇原則を基本原理として設定しつつ
も、現実主義的な要請から欠くことのできない相互主義の追求にも慎重な配慮がなされて
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Treaties & Agreements: Principles & Practice (Rinehart & Co., 1951), pp. 79-80. 















 譲許維持の義務（GATT2 条、GATS16 条など）や、各種の対象協定に共通する最恵国待
遇原則（GATT1 条、GATS2 条、TBT2 条 1 項、SPS2 条 3 項など）、内国民待遇原則（GATT3
条、GATS17 条、TBT2 条 1 項、SPS2 条 3 項など）21、貿易制限の原則禁止（GATT11 条、






である。この点、第 2 章第 2 節において GATT/WTO 体制の法構造から相互主義の位置を
考察した際に、相互主義の自由貿易に資する側面のみが表面に現れたのは、まさに法体系
のこうした構造ゆえであったといえる。 
                                                        
20
 GATT 初期の法形成過程における相互主義の分析として、川瀬剛志「初期ガットにおける通




制裁量に対する示唆—」RIETI Discussion Paper Series, 15-J-004（2015 年）を参照。 
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 また、以上の指摘は今日のような地域主義全盛の時代にあってもほぼ妥当する。すなわ
ち、FTA の当事国が WTO 加盟国であるかぎり、当該国は FTA 上の規律と同時に WTO 協
定上の規律にも当然服することになる。もちろん、FTA によって当該 FTA の当事国間かぎ
りで権利義務関係が一定の範囲で修正されるとも解されるが、その場合にも、GATT24 条
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 See, Jock A. Finlayson & Mark W. Zacher, “The GATT and the Regulation of Trade Barriers: Regime 
Dynamics and Functions”, in Stephen D. Krasner (ed.), International Regimes (Cornell University Press, 
1983), pp. 288-289. 











 「類似の事例は同様に取り扱うべし（[t]reat like cases alike）24」、「異なる事例は別々に取
り扱うべし（treat different cases differently）25」、あるいは、「同様の人々は同様に取り扱わ
れるべし（people who are alike should be treated alike）26」、「異なる人々は異なるように取り




の関係性を問題にし、同じく法の下の平等を定めるカナダの 1982 年憲法 15 条 1 項は、「す
べて人は（Every individual）」と規定することによって、より抽象的に人という属性にのみ
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的正義）については、アリストテレス（神崎繁訳）『アリストテレス全集 15 ニコマコス倫理学』
（岩波書店、2014 年）192 頁（第 5 巻第 3 章 1131a26-29）。 
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 Hart, supra note 24, pp. 159-160（邦訳 174 頁）. ケルゼン（Hans Kelsen）も同様の指摘をおこ
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著作集 V ギリシャ思想集』（慈学社、2009 年）421-422 頁）；Westen, supra note 26, pp. 543-548. 
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事項にまで及ぶべきかという、「待遇の範囲（scope of treatment）」の問題も存在する。後者の問
題は、法解釈におけるいわゆる ejusdem generis 規則の観点から捉えられ、国際法の文脈ではと
くに最恵国条項との関連で議論されてきた。最恵国条項の保障する「待遇の範囲」が争点とな
った国際判例として、たとえば、Anglo-Iranian Oil Co. Case (United Kingdom v. Iran), Preliminary 
Objection, Judgement of 22 July 1952, I.C.J. Reports 1952, p. 110 があり、仲裁判断として、The 
Ambatielos Claim (Greece, United Kingdom), 6 March 1956, Reports of International Arbitral Awards, 
Vol. 12, pp. 106-107 がある。これら判例における最恵国条項の解釈論を、ejusdem generis 規則の
適用の観点から批評するものとして、Sir Gerald Fitzmaurice, “The Law and Procedure of the 
International Court of Justice, 1951-4: Points of Substantive Law. Part II”, British Year Book of 
International Law, Vol. 32 (1955-6), pp. 85-86. なお近年、投資仲裁における最恵国条項の解釈を
めぐって混迷が生じているが、そこでは、個々の投資協定における最恵国条項の均霑対象に、
手続法たる紛争解決条項を含むことの是非が問われている。この問題も究極的には、個々の最
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恵国条項に関して、ejusdem generis 規則を通じて最恵国待遇の範囲をいかに画定すべきかが問
題の核心をなしており、2008 年から 2015 年にかけて最恵国条項の問題をとりあげた国連国際
法委員会も、同様の問題整理をおこなっている。詳細は、“Final Report: Study Group on the 
Most-Favoured-Nation Clause”, UN doc. A/CN.4/L.852, 29 May 2015, paras. 79-140. 他方で




 Hart, supra note 24, pp. 159-160（邦訳 174 頁）. 
34
 平等規範と同種性判断のトートロジカルな関係については、Westen, supra note 26, pp. 543-548. 







して少なくとも口先だけの忠誠が広く払われている。（省略＝筆者）」Hart, supra note 24, p. 162
（邦訳 177 頁）. 以上の指摘のとくに前半部分を踏まえた私見ではあるが、人の基本的権利の
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 最恵国待遇原則を定める GATT1 条 1 項は、その内容をつぎのとおり規定している。 
 
  GATT1 条 1 項 一般的最恵国待遇（General Most-Favoured-Nation Treatment） 
 
   いずれかの種類の関税及び課徴金で、輸入若しくは輸出について若しくはそれらに
関連して課され、又は輸入若しくは輸出のための支払手段の国際的移転について課せ
られるものに関し、それらの関税及び課徴金の徴収の方法に関し、輸入及び輸出に関











 以上の規定に示されているとおり、GATT1 条 1 項においては、問題となる対象産品同士
が「同種の産品（like product）」である場合にはじめて、両者のあいだに最恵国待遇を保障
すべき義務が生じることになる。たとえば、A 国において何らかの有利な待遇を享受する
B 国原産の産品 b がある場合、C 国原産の産品 c は、産品 b と「同種の産品」である場合
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にのみ、GATT1 条 1 項に基づいて有利な待遇の均霑を A 国に要求することができる。し
たがって、「同種の産品」の意味と同種性の判断基準が GATT1 条 1 項の適用に際してきわ
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よって支持され、明示的な反対国はなかった。UN doc. E/PC/T/C.II/PV/12, 22 November 1946, pp. 
6-8. その後、こうした意見の収斂を受けた準備委員会は、起草段階における同概念の定義は不
要と判断し、「ITO 設立後にあらためて検討されるべきである」と勧告した。“Report of the First 
Session of the Preparatory Committee of the United Nations Conference on Trade and Employment”, 
UN doc. E/PC/T/33, November 1946, p. 9. こうして、「同種の産品」に関する解釈上の諸問題は、
のちの時代に先送りされたのである。 
37
 “Report by the Working Party on Border Tax Adjustment”, GATT doc. L/3464, 20 November 1970. 
  90 

















                                                        
38
 Ibid., para. 18.  
39
 William J. Davey, Non-Discrimination in the World Trade Organization: The Rules and Exceptions 
(AIL-Pocket, 2012), p. 162; Michael Trebilcock, Robert Howse & Antonia Eliason, The Regulation of 
International Trade (Routledge, 4th ed., 2013), p. 69. また、同種性判断に際して作業部会報告書に
依拠しすぎることの問題性を指摘するものとして、Hudec, supra note 12, pp. 112-113. 
40
 この点、各産品に与えられる待遇の差異が、産品の原産地を唯一の基準として生じているこ
とが明白な場合（すなわち de jure の差別の場合）には、論理必然的に同種の産品間にも差別が
生じうることになる。こうした措置が WTO 紛争処理において問題となる場合、以上の論理に
依拠して厳密な同種性判断を不要とするアプローチ、いわゆる「仮説的同種の産品分析
（hypothetical like product analysis）」が採用される傾向にある。本アプローチの採用可能性を認
めた初期の先例として、Appellate Body Report, Canada – Certain Measures Concerning Periodicals, 
WT/DS31/AB/R, adopted on 30 July 1997, pp. 20-22. 本アプローチが実際に用いられた先例とし
て、たとえば、Panel Report, Indonesia – Certain Measures Affecting the Automobile Industry, 
WT/DS54,55,59,64/R, adopted on 23 July 1998, paras. 14.112-14.113; Panel Report, United States – 
Certain Measures Affecting Imports of Poultry from China, WT/DS392/R, adopted on 25 October 2010, 
paras. 7.424-7.432. 
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原則の適用があるかどうかが決定されることになるが、この点、GATT1 条 1 項の最恵国待
遇原則に関しては、以上の判断枠組みのなかに法形成過程における相互主義の考慮がもち
込まれ、同種性判断に際しての重要な基準として機能する場合がある。 
 この点で注目に値する判断をおこなったのが、GATT 期の Japan – SPF Lumber 事件であ
る41。本件は、松柏
しょうはく


















れることになり、こうした輸入産品間の差別をもたらす日本の関税措置は GATT1 条 1 項
違反である、というものである44。 
                                                        
41
 GATT Panel Report, Canada/Japan: Tariffs on Imports of Spruce, Pine, Fir (SPF) Dimension 
Lumber, GATT doc. L/6470, adopted on 19 July 1989 [hereinafter GATT Panel Report, Japan – SPF 
Lumber]. 本件の評釈として、渡邊頼純「日本のトウヒ・マツ・モミ（SPF）材の差別的関税」
松下満雄・清水章雄・中川淳司編『ケースブック ガット・WTO 法』（有斐閣、2000 年）31-34
頁；“Tariffs on Imports of Spruce, Pine, Fir (SPF) Dimension Lumber”, in Pierre Pescatore, William J. 
Davey & Andreas F. Lowenfeld, Handbook of GATT Dispute Settlement (Transnational Juris 
Publications, 1991), Part Two, pp. 155-157. 
42
 GATT Panel Report, Japan – SPF Lumber, supra note 41, paras. 2.1-2.22. 
43
 Ibid., para. 5.14. 
44
 Ibid., paras. 3.1-3.6. 
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 これに対して日本は、SPF ランバーと非 SPF ランバーはそもそも同種の産品ではなく、
したがってGATT1条 1項の適用を受ける問題ではないなどと主張し、カナダに反論した45。 
 本件を審理したパネルは、SPF ランバーと非 SPF ランバーの同種性を否定することによ
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 Ibid., paras. 3.56-3.59. 
46
 Ibid., paras. 5.8-5.9. 
47
 Ibid., para. 5.13. 
48
 Ibid., para. 5.14; 渡邊「前掲評釈」（注 41）33 頁。 


















                                                        
49




けている。Hudec, supra note 12, p. 114. 
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解されている。詳細は、Committee of Experts for the Progressive Codification of International Law, 
“The Most-Favoured-Nation Clause: Report adopted by the Committee at Its Third Session, held in 
March-April 1927”, League of Nations doc. C.205.M.79.1927.V., 9 May 1927, pp. 8-10; Yearbook of the 
International Law Commission, 1970, Vol. II, pp. 221-222, para. 148, UN doc. A/CN.4/228 and Add.1. 
また、中川淳司・清水章雄・平覚・間宮勇『国際経済法〔第 2 版〕』（有斐閣、2012 年）107 頁
も参照。 
52
 本件パネルも、関税分類の細分化が GATT1条 1項上無制約に許容されるとは考えていない。


















                                                                                                                                                                  
GATT Panel Report, Japan – SPF Lumber, supra note 41, paras. 5.9-5.10. 
53
 本件パネル報告書発出後の 1989 年 5 月 10 日開催の理事会では、報告書中の同種性判断が有
するシステミックな重要性にかんがみて、パネル議長を務めたペスカトール（Pierre Pescatore）
が報告書該当部分の説明をおこなっている。詳細は、“Minutes of Meeting held in the Centre 
William Rappard on 10 May 1989”, GATT doc. C/M/232, 14 June 1989, pp. 9-12. 
54
 “Communication from Canada”, GATT doc. L/6528, 20 June 1989. 
55
 “Minutes of Meeting held in the Centre William Rappard on 21-22 June 1989”, GATT doc. C/M/234, 
31 July 1989, pp. 44-45, 49. 
56
 EEC は本紛争処理手続の過程でも第三国として意見を表明し、同様の主張をおこなっていた。
GATT Panel Report, Japan – SPF Lumber, supra note 41, paras. 4.1-4.8. 
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 “Minutes of Meeting held in the Centre William Rappard on 19 July 1989”, GATT doc. C/M/235, 22 





 See, Petros C. Mavroidis, The Regulation of International Trade Volume 1: GATT (MIT Press, 2016), 
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Japan – SPF Lumber 事件で示された同種性の判断枠組みは肯定的に受容されていると評価
することができる59。 
 翻って学説上の評価としては、本件における同種性判断の論理を支持する声が優勢であ




するものであり、なおかつ GATT の法形成慣行にも合致すると論じている61。また WTO 法
務部部長を務めたデイヴィ （ーWilliam J. Davey）も、WTO 加盟国は自らが保護したいと望
む産業部門を決定する権限を保持していることを指摘しつつ、そうした現実を尊重する
Japan – SPF Lumber 事件のアプローチを支持すると述べている62。 
                                                                                                                                                                  
p. 236. なお、ITO 憲章の起草過程においても、同種性の判断に際して関税分類が有用な基準と
なりうるとの提案がなされていた。UN doc. E/PC/T/C.II/PV/12, supra note 36, pp. 7-8. 
59
 デイヴィーとパウェリン（William J. Davey & Joost Pauwelyn）は、WTO移行後のEC – Computer 
Equipment 事件において、法形成段階における相互主義に配慮を示す解釈アプローチを上級委
員会も承認したようにみえる、と述べている。詳細は、William J. Davey & Joost Pauwelyn, “MFN 
Unconditionality: A Legal Analysis of the Concept in View of its Evolution in the GATT/WTO 
Jurisprudence with Particular Reference to the Issue of ‘Like Product’”, in Thomas Cottier & Petros C. 
Mavroidis (eds.), Regulatory Barriers and the Principle of Non-Discrimination in World Trade Law 
(University of Michigan Press, 2000), p. 30. EC – Computer Equipment 事件については、Appellate 
Body Report, European Communities – Customs Classification of Certain Computer Equipment, 
WT/DS62,67,68/AB/R, adopted on 22 June 1998. 
60
 この点、WTO 上級委員のヴァン・デン・ボッシュ（Peter Van den Bossche）は、その体系書
中の GATT1 条 1 項の同種性の議論において、関税分類を重視しない同種性判断をおこなった
Spain – Unroasted Coffee 事件のみを紹介し、その直後に、文脈の違いに言及しつつも、GATT3
条の紛争において上級委員会が述べた、同種性判断とは本質的に競争関係の有無を決定するこ
とである、という旨の指摘を引用している。Peter Van den Bossche & Werner Zdouc, The Law and 
Policy of the World Trade Organization: Text, Cases and Materials (Cambridge University Press, 4th 
ed., 2017), pp. 317-318. デイヴィーはこのような書きぶりを捉えて、ヴァン・デン・ボッシュが
Japan – SPF Lumber 事件のアプローチではなく、Spain – Unroasted Coffee 事件のアプローチを選
好しているようにみえると指摘している。Davey, supra note 39, p. 85.  
61
 Hudec, supra note 12, pp. 107-116. なおヒュデックは、同じく関税措置の GATT1 条 1 項整合性
が問題になった Spain – Unroasted Coffee 事件においてパネルが関税分類を重視しない同種性判
断をおこなったことにつき、「関税に関して通常適用される『同種の産品』概念を曲解する解
釈とみなされなければならない」と述べて批判している。Ibid., p. 116. 
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 Davey, supra note 39, pp. 84-85. そのほかに Japan – SPF Lumber 事件のアプローチを明示的に
支持するものとして、Davey & Pauwelyn, supra note 59, p. 29; 中川ほか『前掲著書』（注 51）
106-108 頁；渡邊「前掲評釈」（注 41）33-34 頁。 
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 このように、GATT1条1項の同種性判断において相互主義を考慮することは、実践上も、
また学説上もおおむね受容されてきたと評価することができる。そして、GATT3 条の対象
となる国内措置や GATT1 条 1 項でも関税以外の措置が問題となる場合、逆に関税分類が




























1991 年）177 頁。 
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第 2 節 法秩序の不安定化・分極化の契機 
 






















 米国の 1974 年通商法 301 条に基づく一方的措置が「法の支配」を無視するものであり、
多数国間法秩序の弱体化・政治化を招きかねない実践であるとして 1980 年代を中心に議論
の的となったが、この実践の背後に相互主義の論理が存在したことは広く知られるところ
  98 
であろう64。また、同じく 1980 年代末には当時の EC も、GATT の枠外で消極的相互主義
を援用することによって、日本を含む諸外国とのあいだで二辺的に通商問題の処理を図ろ
うとした例があった65。以下では、理論的により精緻化され、その実践がもたらす影響も
甚大であった米国の通商法 301 条を素材として取りあげ、検討をおこなうこととしたい。 
 通商法 301 条の背景には、1960 年代後半から顕在化し始めた米国の経済覇権の後退とそ
れに呼応した国内における保護主義の台頭があった。戦後長期にわたって景気拡大を続け
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 E.g., Alan C. Swan, “‘Fairness’ and ‘Reciprocity’ in International Trade Section 301 and the Rule of 
Law”, Arizona Journal of International and Comparative Law, Vol. 16, No. 1 (1999), pp. 37-75; Robert 
E. Hudec, “Thinking about the New Section 301: Beyond Good and Evil”, in Robert E. Hudec, Essays 
on the Nature of International Trade Law (Cameron May, 1999), pp. 153-206. 
65
 EC による消極的相互主義の援用については、清水章雄「EC 域内市場の確立と GATT」『商
学討究（小樽商科大学）』43 巻 1・2 号（1992 年）44-48 頁。 
66
 猪木武徳『戦後世界経済史―自由と平等の視点から―』（中央公論新社、2009 年）100-115
頁；佐々木『前掲著書』（注 8）102-104 頁。 
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動車摩擦などをめぐる日米経済紛争はその典型例であり、米国の強圧的な要求に対峙する
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時、GATT のバルカン化現象（balkanization）と呼ばれた事態である85。 





GATT1 条 1 項の最恵国待遇義務違反の疑義を生じさせ、大きな問題となった87。 
 実際に、1981 年の US – CVD (India)事件においてインドは、米国が、補助金・相殺関税
コード上の損害テスト（補助金に基づく産品の輸出によって、輸入国国内競争産業への損
害があったかどうかを評価すること）をコード非受諾国たるインドからの輸入産品（本件
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 その後 WTO は、一括受諾方式（single undertaking）を採用することによって以上の問題
を法的に克服したが、ドーハ・ラウンド交渉の停滞に直面し多数国間交渉が現実的な選択
肢となりえなくなった今日、交渉対象を絞った複数国間での合意、いわゆるプルリ合意
（plurilateral agreement）に再び注目が集まるようになり、今後の WTO における法形成の
主流となりつつある 92。 IT 製品の関税撤廃を目的とした情報技術協定（ Information 
Technology Agreement: ITA、1997 年発効）とその品目拡大協定（2015 年交渉妥結）、政府調
達協定に関する改正議定書（2014 年発効）や、現在進行中の環境物品協定（Environmental 
Goods Agreement: EGA）交渉、および、新サービス貿易協定（Trade in Services Agreement: 
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求されながらも、その発効要件としてクリティカル・マス（critical mass）と呼ばれる基準



















んがみれば、当該プルリ合意に WTO 協定上いかなる法的位置づけを付与するかが WTO
の今後の展開にとって重要な意味をもつものと思われる。現時点ではこの問題について交
渉国間での公式の合意は存在しないようであるが、論者の見解を整理すれば、（1）クリテ
                                                        
94
 TiSA 交渉は、GATS 発効から約 20 年経過した 2013 年に、GATS 以上の自由化を実現する必
要性を認識した有志国がドーハ・ラウンド交渉とは別の枠組みとして交渉を開始したものであ




  107 
ィカル・マスを用いた GATS 議定書の締結、（2）WTO 設立協定附属書 4 上の「複数国間貿








この点、TiSA の多数国間化を選好する EU は、自由化の早期実現とただ乗りの実質的排





 （2）の附属書 4 上の「複数国間貿易協定」は、政府調達協定のように本来的に一部加盟
国間での協定としてその存在が許容されるものである。それゆえに、GATS の最恵国条項
に基づく全加盟国への利益の均霑を回避しうるが、この種の協定新設には全加盟国のコン
センサスを要するため（WTO 設立協定 10 条 9 項）、現実的な選択肢とはなりがたい。 
 他方、（3）の TiSA 交渉国間での FTA 締結という選択肢については、FTA がそもそも最
恵国待遇原則の例外ゆえにただ乗りを容易に回避することができ、またそのためには
                                                        
95
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プローチ―」RIETI Policy Discussion Paper Series, 14-P-002（2014 年）11-12 頁。 
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GATS5 条の要件を満たした FTA でさえあればよく、WTO における厳格な意思決定の要件
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は、事実上多数国間化の契機を備えていると指摘するものとして、Richard Baldwin & Theresa 
Carpenter, “Regionalism: Moving from Fragmentation towards Coherence” in Thomas Cottier & 
Panagiotis Delimatsis (eds.), The Prospects of International Trade Regulation: From Fragmentation to 
Coherence (Cambridge University Press, 2011), pp. 146-148. 
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Howse & Eliason, supra note 39, p. 88. 
104
 Gantz, supra note 93, p. 200. 




 以上の観点から個々の FTA の法構造や規定内容に着目すると、FTA が「無差別・多国間
主義」の例外であることを反映し、そこには、最恵国待遇原則に縛られない便宜的な相互
主義追求の場としての性格が顕著に現れている105。 




自由化タイムフレームの柔軟性（EU・CARIFORUM EPA）、あるいは WTO 協定がカバー
していない事項・水準の規律策定を試みる、いわゆる WTO プラスの導入106など、相互主
義の実現形態は当事国の創意工夫に応じて多様である。 
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 地域主義における自由化の展開を相互主義の観点から論じるものとして、伊藤一頼「相互
主義の時代―その国際法上の意義と日本の EPA 政策―」『ジュリスト』1418 号（2011 年）（以
下、伊藤「相互主義」）8-14 頁；同「国際経済法における規範構造の特質とその動態」『国際法
外交雑誌』111 巻 1 号（2012 年）62-63 頁。 
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 FTA における WTO プラスの導入に関する実践とその評価については、Joel P. Trachtman, 
“The Limits of PTAs: WTO Legal Restrictions on the Use of WTO-Plus Standards Regulation in PTAs”, 
in Kyle W. Bagwell & Petros C. Mavroidis (eds.), Preferential Trade Agreements: A Law and 













FTA のサービス章におけるいわゆる GATS マイナスの導入や、一方当事国の将来の FTA 締
結を事実上制約しかねない、特殊な最恵国条項の導入などの例がみられ、その規定内容の
是非が問題視される場合も少なくない。 
 第 1 の例である GATS マイナスの導入とは、GATS 上各国が引き受けている自由化約束
について、FTA 当事国間でその自由化水準を後退させることをいう。オーストラリア・米
国 FTA、EU・CARIFORUM EPA、ASEAN・中国 FTA などにその例が見られ、ある調査に
よれば、これら以外にも多くの FTA に GATS マイナスが存在するという108。 
 この種の実践については、まず実体的観点から、GATS マイナスの導入が経済統合にお
ける更なる自由化を定めた GATS5 条 1 項上許容されるかが問題となるが、同様の実践が広
く普及している以上、第三国が他国の FTA に対して法的疑義を唱えることは自国の首を絞
めることにもなるため期待はできず、結局は FTA 当事国間の相互的利益交換の観点からの
み GATS マイナスが導入され、それがそのまま野放しになっているのが現状である109。 
 手続的観点からは、FTA において自由化水準を後退させる場合、本来は GATS21 条に規






は輸入国の裁量に委ねられている。経済産業省通商政策局編『前掲著書』（注 68）698 頁。 
108
 Rudolf Adlung & Peter Morrison, “Less than the GATS: Negative Preferences in Regional Services 
Agreements”, Journal of International Economic Law, Vol. 13, No. 4 (2010), p. 1127. 
109
 See, ibid., p. 1142. 
  112 
定された多数国間レベルでの約束表修正手続を経る必要があるが（GATS5 条 5 項）、これ
に反して個別国家間のみで自由化水準の後退が進められ FTA が締結されたとしても、上と
同様の理由で第三国が他国の FTA の WTO 整合性に関心をもつのは稀である。したがって、
手続的に問題のある GATS マイナスの導入とその集積を通じて、WTO 上の権利義務の一体
性が徐々に掘り崩されてゆく危険性も指摘されている110。 
 第 2 の例である特殊な最恵国条項とは、EU・CARIFORUM EPA に導入された規定であ
る。同 EPA19 条 2 項によれば、カリブ海諸国（CARIFORUM）は、本協定以後に締結する




 しかし他方で、2008 年 2 月の WTO 一般理事会において、ブラジル113をはじめとする複
数の WTO 加盟国は、当該最恵国条項が実際の通商関係にもたらしうる悪影響を念頭に、
当該規定の導入に対して深刻な懸念を表明する事態となった114。すなわち、この種の最恵
国条項の存在ゆえに、「主要通商国」に該当する第三国が CARIFORUM 諸国と将来 FTA を
締結する場合、CARIFORUM 諸国が当該第三国に付与した利益は EU にも等しく均霑しう
ることになるので、当該第三国が FTA によって獲得する有利な競争条件は事実上無意味化
してしまう。したがって第三国は、CARIFORUM 諸国との FTA 締結に消極的になり、結果
的に CARIFORUM 諸国自身の首を絞めることにもなりかねない、という趣旨である。 
 当該最恵国条項による悪影響の有無は条項の長期的な運用実態を踏まえなければ評価で
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111
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 “Minutes of Meeting held in the Centre William Rappard on 5-6 February 2008”, WT/GC/M/113, 31 
March 2008, paras. 98-115. 






複数国間 FTA 内における法律関係のさらなる分解 






もっとも簡便な方法であり、結果として 3 か国間の FTA において二辺的な権利義務関係が
複数設定されることとなった117。 
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 こうした観点から象徴的な事例として注目されるのが、ASEAN・中国 FTA（ACFTA）
である119。ASEAN 構成国 10 か国と中国の計 11 か国からなる ACFTA は、各当事国が協定
上おこなった約束は他の全当事国に対して一律に適用されることを原則とし（たとえば、
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しつつ FTA が形成されるかぎりにおいては、FTA も国際経済活動の規律にとって有用な手
段たりうる。しかし、今後 FTA を舞台に法と経済の調和が進み、その一方で WTO 法と経
済実態との乖離が大きくなれば、おのずと WTO 自体の存在意義やその法体系への信頼・
尊重も低下し、そこで培われた価値や規範意識までもが後退するおそれがある127。 
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互主義の論理に今後も振りまわされ続けるのかもしれない。  
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